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北海道後期高齢者医療広域連合の事業実施概況

平成２２年４月

１ 被保険者の状況

（前年同月比２２，６７０人増）(１) 被保険者数（２２年３月末現在） ６５８，２０８人

）(２) 増減内訳（ ） （２２年３月中の異動数 人

転 入 生保廃止 年齢到達 そ の 他 計

本月中増

５７ ６１ ６，３２２ ４５５ ６，８９５

転 出 生保開始 死 亡 そ の 他 計

本月中減

９０ ２４８ ２，９５１ ２２ ３，３１１

（人）(３) 年齢区分別（２２年３月末現在）

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95～99歳 100歳～ 計区 分

人 数 16,130 19,123 267,938 190,528 106,947 43,294 12,334 1,914 658,208

(2.45%) (2.91%) (40.71%) (28.95%) (16.25%) (6.58%) (1.87%) (0.28%) (100.00%)(構成率)

２ 平成２２年度の保険料の状況

平成２２年度

区 分 平成２２年度 Ａ 平成２１年度 Ｂ （Ａ）ー（Ｂ） 保 険 料 率（ ） （ ）

全 国 順 位

４４，１９２円 ４３，１４３円 ＋１，０４９ 円 １３位均 等 割 額

１０．２８％ ９．６３％ ＋０．６５ﾎﾟｲﾝﾄ １位所 得 割 率

軽減後一人当たり
６５，３１９円 ６２，２１７円 ＋３，１０２ 円 ９位

平均保険料（年額）

３ 短期被保険者証・被保険者資格証明書の交付状況（平成２２年４月１日現在）

(1) 短期被保険者証 ４２０件

(2) 被保険者資格証明書 ０件

（ ）４ 平成２１年度における審査請求の状況 カッコ内は平成２０年度の状況（ ） 件

申請請求 取り下げ 却 下 認 容 棄 却 審 議 中

件 数

４０ ８３７ ０（２） １（１３７） ０（１） ２（６９７） ３７（０）（ ）

５ 平成２２年度の広報予定内容

項 目 内 容

制 度 全 般 制度の基本的事項を簡潔にまとめた冊子等の作成について

保 険 料 関 係 平成２２年度の保険料率、計算方法、納付方法、軽減及び減免について

医療給付関係 高額介護合算療養費、医療費通知、第三者加害行為に係る届け出の勧奨

資料１
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（ ）６ 平成２２年度予算額 単位：千円

収 入 支 出

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

【一般会計】

市町村負担金 1,593,607 議会費 2,604

国庫支出金 35,729 総務費 236,575

保険料不均一賦課負担金 35,479 一般管理費等 236,161

運営協議会設置運営補助 250 選挙費 170

道支出金 35,479 監査委員費 244

財産収入 250 公債費 42

繰入金 85,000 諸支出金 1,513,729

繰越金 1 後期高齢者医療会計操出金 1,473,729

諸収入 3,884 市町村支出金 40,000

予備費 1,000

計 1,753,950 計 1,753,950

【医療会計】

市町村支出金 107,359,990 後期高齢者医療費 664,716,035

保険料等負担金 54,688,327 総務管理費 1,328,655

療養給付費負担金 52,671,663 一般管理費 791,374

国庫支出金 217,787,119 会計管理費 495

療養給付費負担金 158,014,986 電算処理システム費 536,786

高額医療費負担金 2,158,512 保険給付費 663,387,380

調整交付金 57,461,804 療養給付費等 656,553,581

特別高額医療費共同事業補助金 30,000 審査支払手数料 1,744,826

保健事業費補助金 119,817 135,169特別高額医療費共同事業拠出金

医療費適正化事業費補助金 2,000 500特別高額医療費共同事業事務費拠出金

道支出金 57,823,007 葬祭費 1,083,120

療養給付費負担金 52,671,663 健康診査費 591,285

高額医療費負担金 2,158,512 道財政安定化基金拠出金 1,273,483

財政安定化基金交付金 2,992,832 運営安定化基金費 2,004,416

支払基金交付金 273,161,208 諸費 1,000

特別高額医療費共同事業交付金 135,169 公債費 9,000

財産収入 5,200 諸支出金 241,301

繰入金 5,362,499 市町村支出金 241,300

一般会計繰入金 1,473,729 償還金及び還付加算金 1

臨時特例基金繰入金 3,863,570 予備費 2,000

運営安定化基金繰入金 25,200

繰越金 3,280,000

諸収入 54,144

計 664,968,336 計 664,968,336
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○北海道後期高齢者医療広域連合市町村納付相談支援事業

【目的】 ・後期高齢者医療制度の安定的な運営を図るため、国の保険者機能強

　化事業により、広域連合が市町村を選定し、収納対策に要する経費

　を補助する。

・本事業の実施により、選定市町村の収納率向上はもとより、他市町

　村の収納対策のモデルとなるよう実施状況を公表し、収納に対する

　意識の向上を図る。

【選定市町村】　新ひだか町

【選定理由】 ・収納率が低く、今後も滞納者及び滞納額が増えることが見込まれる

　ため

・事業実施計画書の内容が、後期高齢者医療専属徴収員の雇用、口座

　振替の勧奨の強化、滞納処分の強化等、具体的でかつ収納率の向上

　が見込まれ、このような収納対策の取組が他市町村のモデルになる

   と考えられるため

【予算】 2,000,000円　（国庫補助事業）

＜納付相談支援事業のスケジュール＞

月　日 事　　　項

H22.3.31 ・平成２２年度後期高齢者医療制度事業の実施について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・別添１のとおり

H22.4.19 ・市町村納付相談支援事業補助金交付要綱　　・・・別添２のとおり

・市町村に事業要綱及び案内の周知

H22.5.11 ・４市町村より実施計画書の提出を受け、実施対象市町村を新ひだか町

　と選定

H23.3月 ・事業実績報告書の提出

資料３



資料３・別添１

 

保高発０３３１第１号 

平成２２年３月３１日 

 

 

  各  都道府県後期高齢者医療主管部（局）長 殿 

 

 

                                           厚生労働省保険局高齢者医療課長  

 

 

平成２２年度後期高齢者医療制度事業の実施について 

 

 

 標記については、平成２２年３月３１日保発０３３１第７号により、保険局長から各

都道府県知事あてに「平成２２年度後期高齢者医療制度事業実施要綱」が示されたとこ

ろであるが、その内容及び実施に当たっては、次のとおり取扱うこととしたので、貴都

道府県の後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）及び関係団体等に周知

徹底を図り、積極的な事業の取組に期されたい。 

 

１．健康診査事業 

  被保険者の生活習慣病を早期に発見して、重症化の予防を図るため、広域連合が、

都道府県及び市町村等との連携の下に、健康診査を実施する（広域連合が、委託等を

行うことによって市町村が実施する場合を含む。）。 

  事業の対象となる健診項目は、特定健康診査の健診項目（腹囲を除く。）とし、以

下のとおりとする。 

（ア） 既往歴の調査（服薬歴及び喫煙習慣の状況に係る調査を含む。） 

（イ） 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

（ウ） 身長、体重の検査 

（エ） ＢＭＩ（次の算式により算出した値をいう。以下同じ。）の測定 

   ＢＭＩ＝体重（㎏）÷身長（ｍ）2 

（オ） 血圧の測定 

（カ） 血清グルタミックオキサロアセチックトランスアミナーゼ（ＧＯＴ）、血清グ

ルタミックピルビックトランスアミナーゼ（ＧＰＴ）及びガンマ－グルタミルト

ランスペプチダーゼ（γ－ＧＴＰ）の検査 

（キ） 血清トリグリセライド（中性脂肪）、高比重リポ蛋白コレステロール（ＨＤＬ 

コレステロール）及び低比重リポ蛋白コレステロール（ＬＤＬコレステロール） 

の量の検査 

（ク） 血糖検査 

（ケ） 尿中の糖及び蛋白の有無の検査 



（コ） 上記に掲げるもののほか、次の表の基準に該当する者で、かつ、医師が個別 

に必要と判断した場合に行うもの（追加項目） 

    

追加項目 実施できる条件（判断基準） 

貧血検査（ヘマトクリ

ット値、血色素量及び

赤血球数の測定） 

貧血の既往歴を有する又は視診等で貧血が疑われる者 

心電図検査（12 誘導

心電図） 

眼底検査 

前年度の健康診査の結果等において、血糖、脂質及び血圧

の全てについて、次の基準に該当した者 

血糖 空腹時血糖値が 100mg/dl 以上、またはﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ

A1c が 5.2％以上 

脂質 中性脂肪の量が 150 mg/dl 以上、またはＨＤＬコ

レステロールの量が 40mg/dl 未満 

血圧 収縮期 130mmHg 以上、または拡張期 85 mmHg 以上 
 

 

２．保険者機能強化事業 

   後期高齢者医療制度を安定的に運営していくために、都道府県及び市町村等との連

携の下に、地域の実情を踏まえた医療費適正化対策や保険料収入確保のための以下の

取組を実施する。 

 

  (1) 重複・頻回受診者等への訪問指導の強化 

       レセプト情報等により選定した重複・頻回受診者等に対して、保健師等により、    

  適正受診の促進のための訪問指導を実施する（広域連合が、委託等を行うことによ

って市町村等が実施する場合を含む。）。 

   実施にあたっては、受診状況等から保健師等が指導を要すると判定した者を対象 

  として訪問指導を行うこととし、個別に指導票を作成・管理のうえ、指導後の受診 

  状況等を把握・分析することにより、体系的、効果的に実施することとする。 

 

  (2) 後発医薬品の使用促進及び医療機関の適正受診に関する普及・啓発（ジェネリッ

ク医薬品希望カードの作成を含む。） 

      ジェネリック医薬品希望カードの作成や後発医薬品利用差額通知の送付等の後

発医薬品の使用促進及び医療機関の適正受診に関する普及啓発活動を実施する。 

 

  (3) 医療保険者等の「意見を聞く場」の設置等 

    制度の効果的な運営に資するため、被保険者や各医療保険者等の意見を広く聴

取する場として懇談会等を設置、運営する。 

 

 



  (4) 保険料収納対策等 

保険料収納率が比較的低い市町村等において、他の市町村においても今後の取

組のモデルとなる、地域の実情を踏まえた滞納者へのきめ細やかな納付相談等の

効果的な収納対策を企画し、実施する。 
 

 

３．特別高額医療費共同事業 

   著しく高額な医療に関する給付の発生が後期高齢者医療の財政に与える影響を緩

和するため、社団法人国民健康保険中央会が実施する、被保険者に係る著しく高額な

医療に関する給付に係る交付金を交付する特別高額医療費共同事業において、広域連

合は、当該事業に係る費用を負担する。 



資料３・別添２

北海道後期高齢者医療広域連合市町村納付相談支援事業補助金交付要綱 

 

  

  
（趣旨） 

第１条 この要綱は、後期高齢者医療制度の安定的な運営を図るため、北海道後期高

齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）がその構成市町村（以下「市町村」

という。）の行う収納対策に要する経費を補助することに関し必要な事項を定める

ものとする。 

（事業の名称） 

第２条 この要綱の規定による補助金交付事業の名称は、北海道後期高齢者医療広域

連合市町村納付相談支援事業（以下「補助事業」という。）とする。 

（交付の対象） 

第３条 補助金の交付の対象は、市町村が行う後期高齢者医療保険料収納対策事業

（以下「収納対策事業」という。）とする。 

 （補助対象者） 

第４条 この要綱に定める補助金を受けることのできる市町村は、収納対策事業を行 

 う市町村のうち、広域連合長が指定したものとする。 

（交付額の算定） 

第５条 市町村に対する補助金の交付額は、次の表の対象経費のうち広域連合長が必

要と認めた額とする。 

対象経費 事業を実施するために必要な次に掲げる経費 

報酬、共済費、賃金、報償費、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、

食糧費、印刷製本費、光熱水費、修繕料）、役務費（通信運搬費、

手数料、保管料、広告料、保険料）、委託料、使用料及び賃借料、

備品購入費、負担金、補助及び交付金 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする市町村は、北海道後期高齢者医療広域連合市

町村納付相談支援事業補助金交付申請書（別記様式第１号。以下「交付申請書」と

いう。）に必要書類を添えて、別に定める期限までに広域連合長に提出するものと

する。 

（交付の決定） 

第７条 広域連合長は、前条の規定により交付申請書を受理したときは、内容等を審

査のうえ、実施対象市町村を指定し、この要綱に基づいて予算の範囲内で補助金の

交付額を決定し、当該市町村に対して北海道後期高齢者医療広域連合市町村納付相

談支援事業補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により通知するものとする。 

 （補助金の概算払） 



第８条 広域連合長は、必要があると認める場合においては、予算の範囲内において

概算払をすることができる。 

 （実施報告） 

第９条 市町村は、当該年度の収納対策事業が完了したときは、北海道後期高齢者医

療広域連合市町村納付相談支援事業実施報告書（別記様式第３号。以下「実施報告

書」という。）に必要書類を添えて、別に定める期限までに広域連合長に提出する

ものとする。 

（補助金の交付額の確定） 

第１０条 広域連合長は、前条の規定により実施報告書を受理した場合において、内

容等を審査のうえ、適正と認めたときは、補助金の交付額を確定し、当該市町村に

対して北海道後期高齢者医療広域連合市町村納付相談支援事業補助金交付額確定

通知書（別記様式第４号）により通知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第１１条 交付すべき補助金の額が確定した場合において、既にその額を超える補助

金が交付されているときは、市町村は、その超える部分について広域連合長に返還

しなければならない。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助事業に関し必要な事項は、広域連合長

が別に定める。 

   附 則 

この要綱は、平成２２年４月１９日から施行する。    

     



資料４  

 

     健康づくり対策の充実 

 

１ 健康診査事業（継続） 

  健康診査事業については、本年度においても、昨年度同様に全市町村に対

し委託方式で実施する。 

 

◎ 予算 ５９１,２８５千円 

◎ 健診項目（国の定める必須項目による） 

・ 問診 ・身体計測 ・血圧測定 ・血中脂質検査 ・肝機能検査 

・ 血糖検査 ・尿検査   ※市町村による追加項目は可とする。 

 

《参考》過年度実績 

      

 受診者数（人） 受診率（％） 

平成２０年度 ３４,６１６   ５．６２ 

平成２１年度（見込） ６１,４９３   ９．９８ 

 

 

     

 

２ 長寿健康増進事業（継続） 

  長寿健康増進事業については、本年度においても、昨年度同様に全市町村 

 を対象に補助形式で実施する。 

 

 ◎予算 ２２３,３００千円 

    ・特別調整交付金事業分   １４８,３００千円 

    ・広域連合独自事業分     ７５,０００千円 

  

 ◎事業内容 

  ◇特別調整交付金事業分 

   市町村が行う、被保険者の健康づくりに関わる事業の経費を補助 

【対象事業】国の補助メニューによる。 

① 健康相談、健康に関するリーフレットの提供 

② スポーツクラブ、保養施設等の利用助成 

③ スポーツ大会、レクリェーション等の運営 

④ その他、健康増進のために必要と認められるもの 



  

◇広域連合独自事業分（すこやか推進事業） 

      市町村が行う、被保険者への「がん検診・インフルエンザ予防接種事業」  

  に係る経費を補助 

 

《参考》過年度実績 

           

    実 施 市 町 村 数  

特別調整交付金分 広域独自事業分 

平成２０年度            40      - 

平成２１年度（見込）            80    １７７ 

     

 

 

 ３ 広域連合保健師配置事業（新規：いきいき健康増進事業） 

   広域連合に保健師を配置し、健診の受診促進のための調整、企画、研究 

  及び被保険者からの健康相談対応のほか総括的な健康増進に関する業務を

行う。 

 

  ◎予算 １０,４９１千円 

  

     

 ４ 健診受診率向上支援事業（新規：いきいき健康増進事業） 

    道内で受診率の高い市町村をモデル市町村として選定し、その参考事例

等を基に受診率の低い市町村を対象に、受診率の向上のための事例研修会

や勉強会等を行うとともに、その結果を踏まえ広域連合としても可能な支

援を検討する。 

 

  ◎予算  700 千円 

 

 

５ 健康管理普及啓発事業（新規：いきいき健康増進事業） 

   後期高齢者向けの「健康管理ガイド（冊子）」を作成し、被保険者へ配付

することにより、被保険者の健康意識を高め健康の保持増進を図る。 

 

  ◎予算  ６,０00 千円 



  

6  レセプトデータ・ネットワーク事業（新規：いきいき健康増進事業） 

     各市町村に対し、被保険者のレセプト情報を提供し、後期高齢者の健康指

導・健康管理、医療・疾病分析など各市町村の保健・医療施策に活用してい

ただき、被保険者の健康保持増進に資する。 

 

  ◎予算  ３６,４00 千円 

 

  

☆ 新規事業である「いきいき健康増進事業（上記３～６）」の遂行に 

 あたっては、被保険者の健康づくりを総合的に進めるため、医療給 

 付専門（保健師）を中心に市町村等と十分な連携のもと、実施予定 

 事業の効果的な展開のほか、新たな施策の検討を含め一体的かつ柔 

軟な執行をしていく。 

   

 

 

 ◇ その他（報告） 

 

○ジェネリック医薬品希望カードについて 

「ジェネリック医薬品希望カード」については、本年４月３０日に構

成市町村へ発送し、希望者への配布を依頼したところである。 

 

○医療費通知について 

本年度より、受診者全員へ送付する方式から、希望者のみへ送付す

る方式への変更に伴い、既に希望者の取り纏めを行っているところで

ある。 

なお、希望者受付については、市区町村、広域連合の双方で行って

いる。 

 

   （周知スケジュール） 

・本年３月の医療費通知への掲載にて周知（済） 

・市町村広報誌に掲載依頼（7 月） 

・本広域連合ホームページに掲載（６月～） 

     



 資料５

 

平成２２年度新規施策 

申請手続きの利便性向上（やさしい申請手続推進事業）について  

 

 

１ 事業概要 

標準システムから出力される帳票の文字拡大等により、被保険者が申請手続

き等を円滑に行えるよう案内様式を改善する。また、市町村への情報提供を多

様化し事務執行の効率化・高精度化を支援する。 

  

２ 実施内容 

(1) 高額療養費お知らせの印字様式変更（被保険者向） 

(2) 高額介護合算お知らせの印字様式変更（被保険者向） 

(3) 負担区分変更リストのデータ提供（市町村向） 

(4) その他様式（現在選定中） 

 

３ 実施時期 

本年度末までに順次実施予定 

 

＜例＞ ここに示した例については、現在設計中のため最終の様式とは異なります。 

 

 様式（例） 

変
更
前 

 

変
更
後 

 

 



【これまでの運営協議会取組み】 

開催日・場所 主 な 議 題 

平成２０年 ６月２５日 

北海道立道民活動センター 

（かでる２．７） 

７１０会議室 

１．新制度の運営の状況等について 

２．平成２０年度広報事業計画について 

３．平成２０年度後期高齢者医療会計予算について 

４．一連の見直しに対する広域連合の対応について 

５．市町村意見募集について 

平成２０年 ９月２６日 

国保会館 ４階 理事会室 

１．北海道後期高齢者医療広域連合の事業実施状況について

２．平成１９年度決算状況について 

３．平成２０年度広報事業計画について 

４．医療費通知について 

５．特別対策の実施及び検討状況について 

６．平成２０年度における保健事業（長寿・健康増進事業）

  の実施について 

平成２０年１０月２９日 

国保会館 ４階 理事会室 

１．北海道後期高齢者医療広域連合の事業実施状況について

２．後期高齢者医療に関する条例の一部改正等について 

 （１）保健事業について 

 （２）平成２０年度補正予算案（第２回）について 

３．特別対策における資格証明書の交付基準について 

平成２１年 １月２９日 

国保会館 ４階 理事会室 

１．北海道後期高齢者医療広域連合の事業実施状況について

２．平成２０年度補正予算案について 

３．平成２１年度予算編成について 

平成２１年 ３月２３日 

国保会館 ５階 大会議室 

１．北海道後期高齢者医療広域連合の事業実施状況について

２．資格証明書の運用について 

３．医療費通知に係る検討状況について 

平成２１年 ７月 ３日 

国保会館 ４階 理事会室 

１．平成２１年第１回広域連合臨時議会について 

２．平成２１年度後期高齢者医療保険料軽減措置について 

３．短期被保険者証の交付の取扱いについて 

４．平成２０年度広域連合事業の実績について 

平成２１年１０月２３日 

ＷＥＳＴ１９ ２階 

       大会議室 

１．平成２０年度各会計決算及び事業実績について 

２．平成２１年度補正予算の概要について 

３．平成２１年度広報事業計画について 

４．平成２２年度予算編成について 

５．平成２２・２３年度保険料の仮保険料率について 

６．収納対策について 

７．医療費通知の今後の取扱いについて 

８．後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進について

資料６



開催日・場所 主 な 議 題 

平成２２年 ２月 ４日 

北海道立道民活動センター 

（かでる２．７） 

1030 会議室 

１．北海道後期高齢者医療広域連合の事業状況について 

２．平成２１年度第３回補正予算案について 

３．平成２２年度当初予算案について 

４．条例改正案について 

運営協議会での意見を受け事業に反映された主な内容 

健康増進事業関連  人間ドックについては、平成２０年度より市町村が実施す

る人間ドック事業に関して補助を実施。 

 平成２１年度は「がん検診・インフルエンザ予防接種事業」

を独自に実施。 

医療費通知関連  平成２０年度医療通知を年２回実施。平成２１年度につい

ては、９月と３月の前年同様の年２回で実施し、２回目に通

知した際に次回から希望者にのみ通知することとし、平成２

２年度からは前回通知で希望した被保険者のみ通知すること

とした。 

 なお、それまで病院にかかっていなかったものや新被保険

者へは広報事業等を通じてことあるごとに周知していく。 

収納対策関連 

（資格証明書等） 

 国からの通知等を基に要綱を整備し短期証・資格証明書を

発行できるようにしたが、資格証明書については、納付折衝

や納付誓約を強化・重視し交付までにはいたっていない。 

保険料軽減措置関連  平成２０年７月１８日に北海道・市長会・町村会と連名で

国に保険料軽減措置の継続と軽減分の財政措置について要

望。また、軽減判定についても個人単位とする旨の要望もし

ている。 

審査支払手数料関連  平成２２・２３年度保険料率の被保険者負担の上昇に伴い、

経費削減のため国保と比べ手数料が高い審査支払手数料につ

いて、審査機関と折衝。平成２２年度からの経費圧縮に努め

た。 

全国協議会設立関連  平成２１年６月に「全国後期高齢者医療広域連合協議会」

を設立。全国各地で課題となっている事項等について意見を

集約し、必要な制度改善を国等に提案している。 
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